　福　井　県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


平成２５年３月１４日

福井県総務部男女参画・県民活動課
今回、「福井県県民社会貢献活動推進計画」の策定に関して、県民の皆様のご意見を募集したところ、次のようなご意見をいただきました。

ご意見をお寄せいただきました皆様に厚くお礼申し上げます。

なお、この公表に当たり、取りまとめの都合上、ご意見と県の考え方を案件ごとに集約させていただきました。

県では、いただいたご意見を参考にしながら「福井県県民社会貢献活動推進計画」の策定を進めていきたいと考えております。

１　募集期間　　平成２５年２月２１日（木）～平成２５年３月６日（水）
２　提出件数　　１５件（意見者４名）

３　提出された意見等の概要および県の考え方　　別紙のとおり

４　問い合わせ　　福井県総務部男女参画・県民活動課
ＴＥＬ　０７７６－２０－０３１９

ＦＡＸ　０７７６－２０－０６３２

e-mail　danjoken@pref.fukui.lg.jp
福井県県民社会貢献活動推進計画(案)
に関する県民パブリックコメント意見募集の結果

基本的視点（計画全般）について
	№
	意見の概要
	県の考え方

	1
	　東日本大震災では、さかんに「絆」という言葉が使われ、多くの方がボランティア活動に参加されたり、寄付をしたりしていました。この時の気持ちを皆が忘れてはいけません。

　現在の少子高齢化の中で、住みやすい福井県にするためには、社会貢献活動を推進していくことは非常に大切なことだと思います。

　これから行おうとしている計画に記載された各種施策の進捗状況を県民に公表してほしいと思います。　
	　計画の着実な推進を確保するには、毎年の進捗状況の把握および進行管理、評価が必要です。

　目標の達成状況や各種施策の取組状況は、福井県県民社会貢献活動推進協議会への報告等により点検を行います。

毎年、公表する計画の進捗状況と合わせて、県や市町の関係施策の取組状況を県のホームページ等により公表します。

	2
	　ボランティア活動とは、あくまで個人の自発的な動機によって為されるもので、基本的に“流動性”の高いパワーだと理解する。

　つまり、「義務、責任感」による行動というより「やりたい」からという理由での活動(行動)のため、意識が高い状況での成果には目を見張るものがある一方、「やりたくなくなった」時点でパワーは雲散霧消してしまう可能性もある。

　しかし、義務、もしくは半強制的に行われるような「社会貢献活動」に対しては、一般に参加する人間の意識は盛り上がりに欠け、それが社会に根付いて一人歩きするのは、かなり難しいだろうとも思われることから、潜在的な社会のパワーとしての「社会貢献活動」の推進を考える場合、やはり「ボランティア」の部分をメインターゲットにすべきと考える。
	　地域課題の解決のための活動を行う団体　（ＮＰＯ）と、そのＮＰＯを支えるボランティアは両立していかなければならないものと考えます。
地域の課題解決のための活動を継続させていくためには、ＮＰＯは、法人格を有する、有しないに関わらず、ボランティアを希望する人を引き込む工夫をし、支え手を確保していく必要があります。
　自発的なボランティアの推進とともに、地域課題を解決する活動のひとつである、自治会等で行われるいわゆる社会奉仕活動なども、大切な社会貢献活動と考えており、週１時間（１日１０分）の社会貢献活動の一環として推進していきたいと考えております。

	3
	　「自発的」なボランティア活動を活発化させるためには、そのための「場」を提供することが重要で、ボランテイア活動をする方とされる方が、それぞれの達成感や感謝を(自発的に)確認し合うことが重要と考える。

　これは「中央管理」や「数値目標」といった既存の組織でのシステムとは、あまり相性が良いとは言えず、今回の計画(案)についても、最初からその“矛盾”を内包していることを意識する必要がある。

　様々な事業やシステムの案が出された今、そこに携わる“人材の選定”もしくは“人材の育成”が、かなり大きな鍵を握っているのではないか。可能であれば、今回の計画における各事業のキーパーソン(特にコーディネーターやマネージャー)については、できるだけ人件費等の環境を整え、「専門職」として安心して関われる状態を担保すべきと考える。

　その人材が適正であるかの検証も随時行うことが必要であるから、コーディネーターの連携による自己評価ネットワークのようなものも含め、担当者が自ら能力を伸ばし合えるようなシステムも、将来的には必要かもしれない。
	　社会貢献活動を推進するに当たっては、コーディネーター等の人材育成も重要と考えます。
　各関係機関において、分野ごとに人材の養成を行っていきます。

　地域課題は、子どもや高齢者の見守り、環境保全あるいはまちの賑わいづくりなど、幅広い分野に及ぶことから、各分野において市町や県との協働事業を一層推進することで、各分野の専門職の活動を進めたいと考えております。


第Ⅰ章　「計画の基本的事項」について
	№
	意見の概要
	県の考え方

	
	
	


第Ⅱ章　「社会貢献活動が求められる背景」について

	№
	意見の概要
	県の考え方

	4
	　４ページの「企業が果たしてきたコミュニティ機能」とはどういうものか、
　高度経済成長やバブル景気を知らない若い世代には理解しにくいと思いますので、わかりやすく説明をいれていただいた方がよいと思います。
	　可能なかぎり分かり易い表記に努めます。


第Ⅲ章　「社会貢献活動をめぐる現状と課題」について
	№
	意見の概要
	県の考え方

	
	
	


第Ⅳ章　「社会貢献活動の促進に向けて」について

	№
	意見の概要
	県の考え方

	5
	　「新しい私がもう一役を担う気風づくり」という表現はある程度理解できるが、さらに意味が鮮明で、表現がもう少しいいのがないか。

　活動していない人の背中をどう押すか、どう火をつけるかが課題。「幸せな地域社会の創造は、オール県民全員参加のボランティア活動から」というような意味を簡単に言えないか。
	　可能なかぎり分かり易い表記に努めます。

	

	

	№
	意見の概要
	県の考え方

	6
	　第１章から第３章までは、説明文もこなれていて分かりやすく、コンパクトにまとめられているが、第4章の具体的な取組になると、急に理解しにくい文章に変わっている。日本語としてこなれていない箇所や句読点や語句の修飾関係があいまいな箇所がある。
	　可能なかぎり分かり易い表記に努めます。

	7
	　「ボランティア　プラス３万人運動」は意味が曖昧。多分、今よりもボランティア活動をする人を３万人増やそうという意味かと思うが。
	　「今よりもボランティア活動を行う県民が３万人増える」ことを目指しています。意味が分かるよう可能なかぎり分かり易い表記に努めます。

	8
	　アクティブシニア関連の箇所は、結構分かりやすく、内容も踏み込んでいて良いが、その他の具体的な取組は、県の取組としては表現として馴染まない気がする。細かい取組がたくさん書かれているが、細かすぎる。市町の取組みとも感じられる。県が取り組む事業であるならいいが。
	　細かい事業ではありますが、県が取り組む事業を記載しています。

　可能なかぎり、分かり易い表記に努めます。

	9
	　社会貢献活動推進のための取組であることが分かるように、文末の表現等を工夫し統一しないと、他の分野の計画の取組にも感じられる。
	　可能なかぎり分かり易い表記に努めます。

	10
	　「すみずみ子育てサポート事業」の説明文は分かりにくい。
	　可能なかぎり分かり易い表記に努めます。

	11
	　「ひとり親家庭児童の学習支援事業」は、市が児童館等で行っている事業か。
	　「ひとり親家庭児童の学習支援事業」は、県がＮＰＯ等と協働でモデル的に行う事業です。
　精神面等で不安定な状況にあるひとり親家庭の小・中学生の学習意欲の低下を防ぐために、学習会会場において学生ボランティア等による学習支援を行う事業です。

	12
	　「農地・水保全管理支払交付金」は意味を理解するのが難しい。
	　可能なかぎり分かり易い表記に努めます。

	№
	意見の概要
	県の考え方

	13
	　ＮＰＯは、地域やジャンルだけでなく、組織ごとの“文化や視点の違い”に、大変な多様性があることを思い知らされた。行政も含めた“中間支援”的活動をしている組織にも存在し、大きな視点では同じ事をしているはずなのに、実際の事業内では、その組織のガバナンスやコミュニケーション方法の違いによって、連携がうまくいかないことも考えられる。

　その意味で、中央管理する形での「全県的中間支援システム(組織)」というのは、形としては理解できるが、実際に機能させるレベルになって色々と課題が出てくる可能性もある。

　個人的に、現時点では、まずある程度小さな地域にしっかりと根を張った「中間支援組織」を育て、その協議体として、全県レベルの緩やかなネットワークを構築した方がうまくいくのではないかという感触もある。

　現時点で中央管理的な組織化を急ぎすぎると、それが民間のメンバーで作られても「行政とどう違うの？」と離れる団体や個人は多くなってしまうかもしれない。

　その辺りも視野に入れ、今回の「計画」の内容を解釈すると、もしかすると新しい発想でのアプローチがあるかもしれない。
	　全県的な中間支援組織については、県内のＮＰＯを中央管理するためのものではありません。

　三重県の「ＮＰＯ法人みえＮＰＯネットワークセンター」や和歌山県の「ＮＰＯ法人わかやまＮＰＯセンター」など、多くの県で、各地域の中間支援組織への支援や地域間のネットワークづくりの後押し等を行う中間支援法人ができています。
また、こうしたＮＰＯ法人が主体となって、多様な手法で寄付を集め、地域の活動に届ける新たな寄付の仕組みができています。

本計画では、ＮＰＯ活動を支える新しい寄付の仕組みづくりを行う主体として、全県的な中間支援組織の組織化を支援したいと考えています。

	14
	　アクティブシニアについて、「アクティブシニア養成スクール（セカンドライフ・チャレンジ塾）」という次のような事業を提案する。

・アクティブシニアの体験談、意見交換、セカンドライフの送り方の学習会

・退職後に起業し活躍している人や趣味を始めて大成した人の講義や視察

・ＮＰＯ団体の活動や趣味の活動の周知
・将来的には、会社を起業する人、ＮＰＯに入る人、自営業を始める人等、自分に合った道を選択してもらう。

・対象者は退職が近い人と退職した人で、100人くらい
・期間は1週間に1回を半年、または３か月　くらいの、中身の濃いもの

・有料（1万円とか、5千円等）にしてもいい。

・参加者の交流会や意見交換会等、楽しい雰囲気の社交場的なスクール

・卒業後に集まり、ホームカミングで活躍の報告等を行ったりするなら自分も参加する。
	　「アクティブシニアがリード、バックアップする社会貢献活動」を推進するには、アクティブシニアの養成が必要です。
　そこで、アクティブシニア養成講座の実施や企業が行う定年退職者向けライフプランセミナー等での出前講座を実施することとしています。

　また、アクティブシニアとＮＰＯ等とのマッチング会を開催し、社会貢献活動の実践を促します。マッチング会では、各ＮＰＯが事業説明を行う際には、体験談を交えて紹介するなどの工夫を行うよう調整します。
　また、別途ＮＰＯの地域別交流会も予定しています。

　今回の御提案は、今後の施策の参考にいたします。

	15
	　県民活動センターからの名称変更について、「ふくい県民活動センター・ボランティアセンター」は名前が長い、冗長ではないか。

　「ふくい県ボランティア活動センター」にするか、名称は変更せず現状のままでいいのではないか。
	　これまでの「ふくい県民活動センター」と「ボランティア・カフェ」の両方の機能を持つ県民活動の拠点であることが分る名称として、『ふくい県民活動・ボランティアセンター』にしたいと考えております。


「福井県県民社会貢献活動推進計画（案）」に関する県民パブリック　コメント意見募集の結果
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